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（ 法人課税の国際比較 ） 

 
 

 



  

 

  

○ 1981 年 経済再建租税法 

- 中小企業に対する法人税率の段階的引き下げ（17％、20％、30％、40％、46％→15％、18％、30％、40％、46％） 

- 加速度減価償却の導入 

 

○ 1986 年 税制改革法 

- 法人税率の引き下げ（15％、18％、30％、40％、46％→15％、25％、34％） 

- 加速度減価償却の縮減合理化等（減価償却期間の延長等） 

- 投資税額控除の原則廃止 

- 受取配当の制限（損金算入額 85％→80％） 

 

○ 1993 年 歳入調整法  

- 法人税率の引き上げ（15％、25％、34％→15％、25％、34％、35％）【＋約 200 億㌦】 

- 小規模事業者の即時償却枠の拡大（10,000 ㌦→17,500 ㌦） 

※ 1996 年の改正により、更に 25,000 ㌦まで段階的に引き上げ 

 

○ 2001 年 経済成長と減税調整法 

- 初年度特別償却枠の創設（30％）【▲約 200 億㌦】 

 

○ 2002 年 雇用創出及び勤労者支援法 

- 初年度特別償却枠の拡大（30％→50％）【▲約 100 億㌦】 ※ 左記措置は 2005 年に期限切れ 

- 小規模事業者の即時償却枠の拡大（25,000 ㌦→100,000 ㌦） 

 

○ 2003 年 雇用と経済成長のための減税調整法 

- 初年度特別償却の創設（50％）【▲約 100 億㌦】 

- 小規模事業者の即時償却枠の拡大（128,000 ㌦→250,000 ㌦） 

 

○ 2009 年 米国再生・再投資法 

- 初年度特別償却の延長（50％）【▲約 100 億㌦】 

- 小規模事業者の即時償却枠の拡大の延長（250,000 ㌦） 

 

○ 2011 年 予算教書（提案中） 

- 初年度特別償却枠の延長（50％） 

- 小規模事業者の即時償却枠の拡大の延長（250,000 ㌦） 

〔レーガン政権〕 

1981 年～1989 年 

〔クリントン政権〕 

1993 年～2001 年 

〔W.ブッシュ政権〕 

2001 年～2009 年 

〔オバマ政権〕 

2009 年～ 

アメリカ 法人課税改革の変遷 未定稿 

（注）括弧内の数字は改正による増減収見積額。増減収見積額については、合同租税委員会（JCT）による推計等のうち判明したもののみ記載している。 

〔H.W.ブッシュ政権〕 

1989 年～1993 年 



  

 

 ○1982 年～1986 年 

・「民間部門の活力再生」 

- 法人税率段階的引き下げ 1982 年 52％、1983 年 50％、1984 年 45％、1985 年 40％、1986 年 35％ 

- 課税ベースの拡大 

 （初年度 100％償却特例の廃止 等） 
 

○1989 年～1991 年 

・「不況下における企業活性化」 

- 法人税率段階的引き下げ 1989 年 35％、1990 年 34％、1991 年 33％ 
 

○1997 年 

・「民間投資の促進」【▲14 億ポンド】 

 - 法人税率の引き下げ 33％→31％ 

・「新税の創設（一年限り）」【+26 億ポンド】 

 - 民営化企業の余剰利益に課税するウインドフォール税を時限的に創設 

    →税収は失業対策及び教育対策の新規施策の財源に充当 
 

○1999 年 

- 法人税率の引き下げ 31％→30％ 
 

○2006 年 

 - 小規模法人に係る軽減税率の簡素化（0％・19％→19％に一本化） 
 

○2007 年 

 - 小規模法人に係る軽減税率の引き上げ（19％→20％） 
 

○2008 年 

 - 法人税率の引き下げ 30％→28％ 【▲14 億ポンド】 

 - 課税ベースの拡大【+14 億ポンド】 

    （減価償却制度の見直し） 

イギリス 法人課税改革の変遷 未定稿 

〔サッチャー政権〕 

1979 年～1990 年 

〔メージャー政権〕 

1990 年～1997 年 

〔ブレア政権〕 

1997 年～2007 年 

〔ブラウン政権〕 

2007 年～ 

（注）括弧内の数字は改正による増減収見積額。増減収見積額については、英国財務省が各年バジェット・レポート等で公表している改正初年度の実質 

ベースのものを記載している。 



 

（注）括弧内の数字は改正による増減収見積額。増減収見積額については、独連邦財務省が各年財政報告書（Finanzbericht）で公表している発生年ベース

（改正の効果が充分に現れる最初の 12 ヶ月間）のものを原則記載している。 

 ○ 1990 年 

・｢法人税率引き下げ｣                                                【▲12.8 億ユーロ】 

留保分：56％→50％、配当分：36％→36％   

・｢租税特別優遇措置（法人・個人）の廃止・縮小｣                               【+92.4 億ユーロ】 

 

○ 1991 年 

･｢法人税の付加税 時限的導入（7.5％）｣（個人所得税に対しても同様の措置） 

 

○ 1994 年 

・｢法人税率引き下げ｣                                                【▲20.7 億ユーロ】 

留保分：50％→45％、配当分：36％→30％ 

・｢減価償却方法の見直し｣                                             【+15.3 億ユーロ】 

 

○ 1995 年 

･｢付加税の恒久措置化｣ （個人所得税に対しても同様の措置） 

 

○ 1998 年 

･｢付加税の引き下げ（7.5％→5.5％）｣                                       【▲37.8 億ユーロ】 

 

○ 1999 年 

・｢法人税率引き下げ｣                                                【▲19.4 億ユーロ】 

留保分：45％→40％、配当分：30％→30％ 

・｢租税優遇措置の廃止・縮小等｣ 

 

○ 2001 年 

・｢法人税率引き下げ（法人税率を一律 25％へ）等｣                              【▲135.5 億ユーロ】 

留保分：40％→25％、配当分：30％→25％ 

･｢減価償却方法の見直し等｣                                            【+74.6 億ユーロ】 

 

○ 2008 年 

・｢法人税率の引き下げ（25％→15％）等）｣     【▲316.5 億ユーロ（金融所得の課税方式変更による減収分を含む）】 

･｢課税ベースの拡大｣                                                 【+266.6 億ユーロ】 

ドイツ 法人課税改革の変遷 未定稿 

〔コール政権〕 

1982 年～1998 年 

〔シュレーダー政権〕 

1998 年～2005 年 

〔メルケル政権〕  

2005 年～ 



  

 ○ 1983 年 

・｢租税優遇措置の創設・廃止｣ 

- 初年度特別償却制度（耐用年数に応じ 40％以上）を創設→1986 年に廃止 

 

○ 1986～1993 年 

・｢法人税率の引き下げ｣ 

- 法人所得の配当分に係る税率及び留保分に係る税率をそれぞれ段階的に引き下げ 

配当分：1985 年 50％→45％→42％→34％→1993 年 33 1/3％ 

留保分：1985 年 50％→45％→42％→39％→37％→34％→1993 年 33 1/3％ 

 

○ 1989 年 

・｢新設企業への優遇措置｣ 

- 新設企業について 5 年間法人税の全部又は一部を免除 

 

○ 1995～2006 年 

・｢法人税付加税の創設・廃止｣ 

- 法人税付加税の創設（税額の 10％）【+18.3 億ユーロ】 

- 税率の引き下げ･廃止 10％→6％→3％→1.5％→廃止（2006 年） 

 

○ 1997～2000 年 

・｢大企業に対する法人税付加税の創設・廃止｣ 

- 売上高 762 万ユーロ以上の法人に対し税額の 15％の付加税を新たに創設 

- 税率の引き下げ・廃止 15％→10％→廃止（2000 年） 

 

○ 2000 年 

・｢法人利益社会税（法人税額の 3.3％）の創設｣ 

 

○ 2001～2002 年 

・｢中小企業に対する軽減税率｣ 

- 軽減税率（25％）の導入【▲3.5 億ユーロ】 

- 税率の引き下げ（25％→15％） 

 

○ 2009～2011 年 

・｢法人概算課税の段階的廃止｣【▲13.4 億ユーロ】 

フランス 法人課税改革の変遷 未定稿 

〔ミッテラン政権〕 

1981 年～1995 年 

〔シラク政権〕 

1995 年～2007 年 

〔サルコジ政権〕 

2007 年～ 

（注 1）括弧内の数字は改正による増減収見積額。増減収見積額については、改正時の予算法案で公表されているものを記載している。 

（注 2）1 ユーロ＝6.55957 フランで換算。 



 

イギリス  

・ 主に2008 年 4月：法人税改革（国際競争力強化、投資・イノベーションを通じた成長促進、税制の公平性確保のため）  

 

-法人税率引下げ（30％→28％）（減収額 約 0.2兆円） 

-研究開発費の損金算入割合引上げ（125％→130％）（減収額 約 0.01 兆円） 

-減価償却制度見直し（償却率の引下げ等）（増収額 約 0.2兆円）                      

-中小法人軽減税率の段階的引上げ（19％→22％）（増収額 約 0.01 兆円） 

 

ドイツ  

・ 2007 年 1月：財政健全化のための増税 

-付加価値税率の引上げ（16％→19％:増収額 約 3.1兆円） 

⇒増収分の2/3は財政再建に、1/3は失業保険料の引下げに充当 

-所得税の最高税率の引上げ（42％→45％：増収額 約 0.2兆円） 

 

・ 2008 年 1月：法人税改革（国際競争力強化、経済活性化のため） 

-法人実効税率の引下げ（約39％→約30％）等による負担軽減措置（減収額合計 約 4.1兆円） 

（法人税率引下げ（25％→15％）、営業税率の課税指数の引下げ等）                
-ネット減収額抑制のための課税ベースの拡大等（増収額合計 約 3.5兆円） 

（減価償却制度の見直し、営業税（市町村税）の損金算入の否認、支払利息の損金算入の制限等） 

  

・ 2009 年 1月：金融所得課税の税率均衡化 

-利子、配当、株式譲渡益等について、一律25％の分離課税（減収額 約 0.1兆円） 

（備考）邦貨換算レート1ポンド＝148円、1ユーロ＝133円（裁定外国為替相場：平成21年(2009年)11月中における実勢相場の平均値）。 

諸外国の法人税を含めた最近の税制改革の動向 

総減収額の約 5/6

を増収措置で補填 

法人税収の増額･減額は

ほぼ中立 



○ 概要：２００８年１月実施

・法人実効税率の引下げ（約39％→約30％）

ドイツの法人課税は、国税の法人税と市町村税の営業税とからなるが、法人税は税率を引下げ（25％
→15％）つつ、営業税については歳入中立（課税指数の引下げと課税ベースの拡大）

・課税ベースの拡大等によるネットの減収額の抑制（減収額の約6分の5を補填）

○ 背景：

・ドイツの国際競争力強化

実効税率の引下げによる国際競争力の強化。国内投資の増大による企業部門の活性化や雇用創出。

・租税回避の抑制

ドイツで利益をあげながら、税率の低い周辺国へ所得を移転する企業の行動等への対応。

○ 主要な増減収項目の見積り（ネット減収額：-49.90億ユーロ）

-316.45減収額計+266.55増収額計

-125.55
-72.85
-52.65
-40.45
-8.70

+114.45
+38.90
+33.65
+17.70
+10.75
+14.75
+11.80
+ 7.45

•法人税率の引下げ（25→15％）

•営業税率の課税指数の引下げ

•所得税における営業税控除率の引上げ

•人的企業に対する所得税率の軽減

•利子、配当、株式譲渡益等に対する一
律25％の分離課税（申告不要）（2009年1
月実施）

等

•営業税の損金算入の否認

•国内課税基礎の強化による増収

•定率償却制度の廃止

•移転価格税制の強化

•支払利子費用の損金算入の制限

•企業買収規則の厳格化

•有価証券を利用した租税回避の制限

•少額資産の減価償却方法の変更

等

減収項目増収項目

（億ユーロ）

ドイツにおける法人税改革の概要ドイツにおける法人税改革の概要



主要国の法人税率（基本税率）の推移（未定稿）

1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010

税率

（％）

ドイツ

日本

アメリカ

イギリス

中国

米 35
仏 33 1/3

日 30

独 15

（年）

韓国は1982年以前、中国は1993年、シンガポールは2000年以前について、資料の制約のため掲載していない。
日本、ドイツ及びフランスについては留保分に係る税率の推移を示している。
上記は国税について示している。なお、上記のほかに、日本では事業税及び住民税、米国では地域により州・市の法人税、ドイツでは連帯付加税（連邦税）及び営業税（市町村
税）、フランスでは年間売上高763万ユーロ以上の法人に対し法人利益社会税が課されるほか、法人概算課税及び国土経済税（地方税）、韓国では地方所得税（地方税）等が課さ
れる。

独 56

英 52

仏 50

米 46

日 40

43.3

40

50

42
45

31

45

39
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40
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35
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（2010年1月現在）

（備考）
（注１）
（注２）
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2.2013.58

8.8412.80

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45
（％） （2010年1月現在）

国　税

地方税

法人所得課税の実効税率の国際比較

上記の実効税率は、法人所得に対する租税負担の一部が損金算入されることを調整した上で、それぞれの税率を合計したものである。
日本の地方税には、地方法人特別税（都道府県により国税として徴収され、一旦国庫に払い込まれた後に、地方法人特別譲与税として都道府県に譲与される）を含む。また、法人事業税及び地方法人特別税について
は、外形標準課税の対象となる資本金１億円超の法人に適用される税率を用いている。なお、このほか、付加価値割及び資本割が課される。
アメリカでは、州税に加えて、一部の市で市法人税が課される場合があり、例えばニューヨーク市では連邦税・州税（7.1%、付加税［税額の17%］）・市税（8.85%）を合わせた実効税率は45.67%となる。また、一部の州では、
法人所得課税が課されない場合もあり、例えばネバダ州では実効税率は連邦法人税率の35%となる。
フランスでは、別途法人利益社会税（法人税額の3.3%）が課され、法人利益社会税を含めた実効税率は34.43%となる（ただし、法人利益社会税の算定においては、法人税額から76.3万ユーロの控除が行われるが、前記
実効税率の計算にあたり当該控除は勘案されていない）。なお、法人所得課税のほか、法人概算課税及び国土経済税（地方税）等が課される。
ドイツの法人税は連邦と州の共有税（50:50）、連帯付加税は連邦税である。なお、営業税は市町村税であり、営業収益の3.5%に対し、市町村ごとに異なる賦課率を乗じて税額が算出される。本資料では、連邦統計庁の
発表内容に従い、賦課率388％（2008年の全ドイツ平均値）に基づいた場合の計数を表示している。
中国の法人税は中央政府と地方政府の共有税（原則として60:40）である。
韓国の地方税においては、上記の地方所得税のほかに資本金額及び従業員数に応じた住民税（均等割）等が課される。

（注）１．
２．

３．

４．

５．

６．
７．

ドイツ
（全ドイツ平均）

中国

法人税率：30%
事業税率：3.26%
地方法人特別税
 ：事業税額×148%
住民税
 ：法人税額×20.7%

連邦法人税率：35%
州法人税率：8.84%

法人税率：15%
連帯付加税
 ：法人税額×5.5%
営業税率：13.58%

法人税率：33 1/3%
法人税率：22%
地方所得税
 ：法人税額×10%

法人税率：25%

イギリスアメリカ
（カリフォルニア州）

日本
（東京都）

韓国
（ソウル）

フランス

法人税率：28%

40.69％ 40.75％

29.41％

33.33％

28.00％

24.20％
25.00％

17.00％

シンガポール

法人税率：17%



 

 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 

日本 
40.69％ 

（27.89％） 
 

     

アメリカ 
40.75％ 

（31.91％） 
 

     

イギリス 30.00％ 
 

   28.00％ 
 

ドイツ 
38.26％ 

（22.12％） 
38.31％ 

（22.10％） 
38.34％ 

（22.09％） 
38.36％ 

（22.08％） 
29.83％ 

（15.83％） 
 29.41％ 

（15.83％） 

フランス 34 1/3％ 33 5/6％ 33 1/3％ 
 

   

香港 17.50％ 
 

   16.50％ 
 

シンガポール 22.00％ 20.00％ 
 

 18.00％ 
 

17.00％ 

韓国 
29.70％ 

（27.00％） 
27.50％ 

(25.00％) 
 

  
24.20％ 

（22.00％） 
 

中国 33.00％ 
 

  25.00％ 
 

 

台湾 25.00％ 
 

    20.00％ 

（注１）各年１月現在の税法に基づく。 

（注２）法人課税の実効税率は、地方税（日本：法人住民税・事業税、アメリカ：カリフォルニア州法人税、ドイツ：営業税、韓国：地方所得税（2009 年以前は住民税））を含めて計算した数値である。なお、アメリ

カ、韓国、台湾については累進税率をとっており、法人課税の実効税率の算出にあたっては最高税率を用いている。（ ）内の数字は国税分の実効税率の数値である。 

（注３）日本の実効税率は、東京の場合の法人事業税において外形標準課税の対象となる資本金 1 億円超の法人に適用される税率である。なお、標準税率の場合の実効税率（2010 年度）は 39.54％。また、

2008 年 10 月以降の事業税については、地方法人特別税を含む。 

（注４）ドイツについては、連帯付加税（法人税額の 5.5％）を含めた税率である。なお、実効税率の算出にあたっては営業税率の全ドイツ平均等を利用している。 

（注５）フランスについては、2004 年は法人税額の 3％、2005 年は法人税額の 1.5％の付加税を含めた税率である。また、法人利益社会税（法人税額から 76.3 万ユーロを控除した額の 3.3％）が付加税とは

別に課されている（表中の実効税率はこれを含んでいない）。 

法人所得課税の実効税率の推移（未定稿）



法人所得課税及び社会保険料の法人負担の国際比較に関する調査（平成18年3月）

【調査手法について】
　○　財務省の委託によりKPMG税理士法人が試算した。
　○　上記グラフは、法人所得課税負担及び社会保障負担の［税引前当期利益＋社会保障負担］(総売上から社会保障負担以外の費用を引いた額に等しい値)に対する比率を国際比較
　　　したもの。 法人所得課税負担は、法人所得を課税標準とする諸税を対象としており、また、外国当局による課税は対象としていない。
　○　モデル企業の立地場所は、日本は東京、アメリカはカリフォルニア州及びテネシー州（自動車製造業）、カリフォルニア州及びニュージャージー州（エレクトロニクス製造業）、カリフォル
　　　 ニア州（情報サービス業）、カリフォルニア州及びニューヨーク市（金融業）、イギリスはロンドン、ドイツはデュッセルドルフ、フランスはパリと仮定した。
　○　各業種における我が国の売上げ上位４～５社の2005年度財務諸表をベースとして、業種毎のモデル企業の財務諸表を作成。各国の税制（国税、地方税）、社会保険料制度を一定
       の前提の下で適用し、各国における企業の負担額を計算。
　○　課税ベースの計算においては、恒久的な影響を与える永久差異項目（試験研究費等の税額控除、受取配当益金不算入、交際費・寄付金等の損金算入、外国税額控除、地方税額
       控除等）のみを試算に反映し、税負担の前払いまたは先送りとみなせる一時差異項目（貸倒引当金及び減価償却等）の影響は反映していない。
　○　四捨五入の関係上、各項目の計数の和が合計値と一致しないことがある。
  ＊前提条件の置き方によって負担は変わりうるため、試算結果についてはある程度の幅をもって解釈する必要がある。

未定稿
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　※　なお、アメリカの企業が負担する民間医療費は、自動車製造業15.4％、情報サービス業1.8％、エレクトロニクス製造業2.1％、金融業0.7％であると推計されている。



社会保険料事業主負担の国際比較（対GDP比）
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社会保険料の事業主負担（対GDP比）

（参考）法人所得課税の税収（対GDP比）

（注）1. 社会保険料事業主負担については、法人事業主及び個人事業主の負担分の他に、公共部門の社会保険料納付義務者の負担分も含まれている。
　　　2. OECD "Revenue Statistics"においては、社会保険料に係る計数について、分類不能とされている項目があり、これについては計算上関連する項目に按分している。
（出典） 内閣府「国民経済計算確報」、OECD "Revenue Statistics 1965-2008"及び同 "National Accounts 1996-2007"
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0.04 

 

0.01（計量料金）
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・ 雇用者分 

 

年金： 7.675 

医療保険： 4.1 

介護保険：0.595 

雇用保険： 0.9 

医療保険：2.54 

雇用保険：0.7～1.3

国民年金    ：4.5

産業災害補償保険 

：0.7～36.0

失業保険：    1.0

医療保険：     10

養老保険：     20

生育保険：    0.8

労災（工場）保険：0.2～3.0

法定強制退職金積

立金等：5.0 

 

健康保険：4.6 

労働保険：5.8 

 

 

中央積立基金:14.5 

 

 

社会保険基金 

(健康保険、老齢年金、子

女扶養、失業保険) 

：5.0

 

国営社会保険公社 
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金：9.89 

従業員積立基金 

：12.0 

 

 

 

・ 被雇用者分 年金： 7.675 

医療保険： 4.1 

介護保険：0.595 

雇用保険： 0.6 

国民健康保険： 2.54

国民年金：     4.5

雇用保険：   0.45

長期療養保険：  0.12

養老保険  ： 8.0

医療保険 ： 2＋3元

失業保険  ： 0.2

法定強制退職金積

立金等：5.0 

 

健康保険：1.4 

労働保険：1.5 

中央積立基金：20.0 社会保険基金 

(健康保険、老齢年金、子

女扶養、失業保険) 

：5.0

国営社会保険公社 

（ｼﾞｬﾑｿｽﾃｯｸ） 

：2.0

フィリピン健康保

険公社、社会保障制

度、住宅開発互助基

金：6.01 

従業員積立基金 

：11.0 

 

（単位：米ドル） 

アジア主要都市の投資関連コストの比較 

 
（注）税率については、2010 年 1 月現在のものである。法人税率については基本税率、付加価値税率については標準税率を記載している。 
（出所）日本貿易振興機構「アジア主要都市・地域の投資関連コスト比較（2009 年 1 月調査）」による。 
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